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貸 借 対 照 表 

（平成30年3月31日現在） 

 （単位：千円） 

資  産  の  部 負  債  の  部 

科 目 金 額 科 目 金 額 

流 動 資 産  

現 金 及 び 預 金  

売 掛 金 

前 払 費 用 

未 収 入 金 

固 定 資 産  

有形固定資産 

建 物 

工具器具及び備品  

減 価 償 却 累 計 額 

無形固定資産 

商 標 権 

投資その他の資産 

関 係 会 社 株 式  

関係会社長期貸付金 

差 入 保 証 金 

 

2,037,070 

1,990,688 

42,828 

1,722 

1,831 

9,943,539 

943 

292 

5,659 

△5,009 

1,369 

1,369 

9,941,226 

5,541,260 

4,399,000 

966 

流 動 負 債  

未 払 費 用 

未 払 法 人 税 等  

未 払 消 費 税 等  

預 り 金 

固 定 負 債  

長 期 借 入 金 

81,575 

61,173 

10,403 

5,847 

4,150 

4,000,000 

4,000,000 

負 債 合 計  4,081,575 

純 資 産 の 部 

株 主 資 本  

資 本 金 

資 本 剰 余 金 

資 本 準 備 金 

利 益 剰 余 金 

その他利益剰余金  

繰越利益剰余金 

7,899,034 

3,979,580 

3,979,580 

3,979,580 

△60,125 

△60,125 

△60,125 

純 資 産 合 計 7,899,034 

資 産 合 計  11,980,610 負 債 純 資 産 合 計  11,980,610 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



３ 

損 益 計 算 書 

平成29年4月 1日から 

平成30年3月31日まで 

 （単位：千円）  

   
売 上 高  462,010 

売 上 総 利 益  462,010 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  443,567 

営 業 利 益  18,442 

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 47,531  

そ の 他 5,419 52,951 

営 業 外 費 用   

支 払 利 息 及 び 割 引 料 47,764 47,764 

経 常 利 益  23,628 

税 引 前 当 期 純 利 益  23,628 

法人税、住民税及び事業税 1,210 1,210 

当 期 純 利 益  22,418 

 

  



４ 

株主資本等変動計算書 

平成29年4月 1日から 

平成30年3月31日まで 

（単位：千円） 

 

株  主  資  本  
 
 

純資産合計 
資本金 

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 

株主資本 
合計 資本準備金 

資本剰余金
合計 

その他 
利益剰余金 

利益剰余金
合計 

当期首残高 3,979,580 3,979,580 3,979,580 △82,544 △82,544 7,876,615 7,876,615 

 
当期変動額 

       

 
当期純利益 
 

   22,418 22,418 22,418 22,418 

        
当期変動額合計 － － － 22,418 22,418 22,418 22,418 

当期末残高 3,979,580 3,979,580 3,979,580 △60,125 △60,125 7,899,034 7,899,034 

 



５ 

個別注記表 

１． 重要な会計方針に係る事項 

（1） 資産の評価基準及び評価方法 

子会社株式及び関連会社株式 総平均法による原価法を採用しております。    

  

（2） 固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産     定額法を採用しております。 

無形固定資産     定額法を採用しております。          

（3） その他計算書類作成のための基本となる事項 

消費税等の会計処理  消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。 

 

２． 貸借対照表に関する注記 

関係会社に対する金銭債権、債務 

短期金銭債権 

 

44,374千円 

長期金銭債権 4,399,966千円 

短期金銭債務 34,312千円 

長期金銭債務 3,000,000千円 

 

  

３． 損益計算書に関する注記 

関係会社との取引高 

売上高 458,950千円 

営業費用 76,620千円 

営業取引以外の取引による取引高の総額  93,809千円 

 

４． 株主資本等変動計算書に関する注記 

発行済株式の総数に関する事項 

株式の種類 
当期首の株式数

（株） 

当期増加株式数 

（株） 

当期減少株式数 

（株） 

当期末の株式数 

（株） 

普通株式 155,450   － － 155,450  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



６ 

５． 金融商品に関する注記 

（1）金融商品の状況に関する事項 

   当社は、安全性を重視し銀行預金を中心に資金運用を行っております。    

（2）金融商品の時価等に関する事項 

   平成 30 年 3 月 31 日における貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については

次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難とみとめられるものは、

次表に含まれておりません。 

 

  （単位：千円）   

 
貸借対照表 

計上額 
時価 差額 

① 現金及び預金 1,990,688 1,990,688 ― 

② 売掛金 42,828 42,828 ― 

③ 未収入金 1,831 1,831  

④ 関係会社 

長期貸付金 
4,399,000 4,389,511 △9,488 

⑤ 未払費用 61,173 61,173 ― 

⑥ 長期借入金 4,000,000 3,985,890 △14,109 

（注）1.金融商品の時価算定方法 

① 現金及び預金、②売掛金、③未収入金、⑤未払費用 

これらは短期間で決済されるため、時価が帳簿価額にほぼ等しいことから、       

当該帳簿価額によっております。 

④ 関係会社長期貸付金 

関係会社長期貸付金の時価については、元利金の合計を同様の新規貸付を      

行った場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっております。 

⑥ 長期借入金 

長期借入金の時価については、元利金の合計を同様の新規借入れを行った 

場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっております。 

（注）2.時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

関係会社株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて 

困難と認められるため、上記に記載しておりません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



７ 

６． 関連当事者との取引に関する注記 

(１) その他の関係会社及び法人主要株主 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(注）１.資金の貸付については、市場金利を勘案し、利率を合理的に決定しております。 

   ２.当社は金融機関からの借入金に対し、㈱エフエム東京より債務保証予約を受けており

ます。なお、債務保証の取引金額は、期末残高を記載しております。また、債務被保証

に対する保証料は支払っておりません。 

 

(２) 子会社及び関連会社等 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(注）１.資金の貸付については、市場金利を勘案し、利率を合理的に決定しております。 

２.経営指導料の取引金額については、業務内容、業績等を勘案して契約により取引条件を 

決定しております。 

  ３.取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

属

性  
会社等の名称 

資 本 金  
(百万円） 

事 業

内 容

又 は

職 業  

議決権等 

の所有（被所有） 

割合（％） 

関 連 当

事 者 と

の 関 係  

取 引 の  

内 容  

取 引  

金 額  

( 千 円 )  

科 目  

 

期末残高  

(千 円 )  

その他

の関係 

会社 

㈱エフエム東京  1,335 放送事業 
（被所有） 

26.6 

 

役員の兼任 

 

 

資金の借入 

 

債務の 

被保証予約 

資金の 

借入 

 

支払利息 

－ 

 

 

41,399 

長期 

借入金 

 

未払 

費用 

3,000,000 

 

 

31,078 

債務の 

被保証 

予約 

1,000,000 － － 

属

性  
会社等の名称 

資 本 金  
(百万円） 

事 業

内 容

又 は

職 業  

議決権等 

の所有（被所有） 

割合（％） 

関 連 当

事 者 と

の 関 係  

取 引 の  

内 容  

取 引  

金 額  

(千 円 )  

科 目  

 

期末残高  

(千 円 )  

子会社 株式会社ＶＩＰ 2,000 

マルチメ

ディア放

送基幹放

送局提供

事業 

100.0 

 

 

資金の貸付 

 

 

 

 

経営指導 

資金の 

貸付 

 

受取利息 

 

1,200,000 

 

47,444 

長期 

貸付金 
4,399,000 

経営指導 
経営 

指導料 
360,000 売掛金 32,400 

子会社 

東京マル

チメディ

ア放送㈱ 

518 

マルチメ

ディア放

送の委託

放送事業 

95.6 

役員の兼任 

 

経営指導 

経営 

指導料 
96,000 売掛金 8,640 



８ 

７． 1 株当たり情報に関する注記 

（1） １株当たり純資産額  50,813円 98 銭 

（2） １株当たり当期純利益  144円 21 銭 

 

８． 重要な後発事象に関する注記 

多額な資金の貸付 

   当社は、平成 30 年 4 月 20 日において、子会社である株式会社ＶＩＰの 5 月開局の仙台

親局、6 月開局予定の広島親局の設備投資及び運用のため、以下の新規貸付を実行しまし

た。 

① 貸付先の名称 

 株式会社ＶＩＰ 

② 貸付総額 

 12億円 

③ 利率 

 年 1.4％ 

④ 貸付実行日 

 平成 30年 4月 20日 

⑤ 返済期限 

 平成 35年 4月 30日 

⑥ 担保提供資産又は保証の内容 

 無    

 

９． その他の注記 

2017 年 6 月 30 日から、社名を「BIC 株式会社」から新社名「株式会社ジャパンマルチメ

ディア放送」へと変更いたしました。 


